














　政府会計基準審議会（Governmental Accounting Standards Board: GASB）（1）は、2007 年
に概念書第 4号「財務諸表の構成要素」（以下では、「GASB概念書第 4号」という。）を公
表した。GASBは、概念書第 4号において、米国の州および地方政府における基本的な財
務諸表の構成要素を、資産、負債、繰延資源アウトフロー（deferred outflow of 
米国公会計における繰延資源フロー項目
栗城　綾子
─ GASB基準書第 65号で示された項目を対象とした分類 ─
───────────
（1） GASB は、州および地方政府に適用される会計基準の設定機関として、前任の全米政府会計審議会
（National Council on Governmental Accounting: NCGA）の任務を継承する形で財務会計財団（Financial 
Accounting Foundation: FAF）のもとに設置された（藤井監訳 2003, p. 2）。GASBと FASB（Financial 
Accounting Standards Board）は姉妹組織の関係にあり、GASBが州および地方政府に適用される会計
基準を設定し、FASBはそれ以外の実体（主として営利企業および非営利組織）に適用される会計基
準を設定するという役割分担がなされている（藤井監訳 2003, pp. 2-3）。なお、本稿における「公会計」
は、GASBが会計基準を設定する州および地方政府の会計を対象とし、連邦政府の会計を対象として
いない。連邦政府に適用される会計基準の設定は、連邦会計基準諮問審議会（Federal Accounting 
Standards Advisory Board: FASAB）により行われている。
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resources）、繰延資源インフロー（deferred inflow of resources）、純持高（net position）、
資源アウトフロー（outflow of resources）および資源インフロー（inflow of resources）と
定めている（paras. 8, 17, 24, 28, 32, 34 and 36）。このうち、資産、負債、繰延資源アウト
フロー、繰延資源インフローおよび純持高は財政状態報告書（statements of financial posi-
tion）の構成要素であり、資源アウトフローおよび資源インフローは資源フロー報告書





















































（paras. 8, 17, 24, 28, 32, 34 and 36）。このうち、資産、負債、繰延資源アウトフロー、繰
延資源インフローおよび純持高は財政状態報告書の構成要素であり、資源アウトフローおよ
び資源インフローは資源フロー報告書の構成要素である（GASB概念書第 4号, para. 2）。
ある期間から次の期間までの純持高の増加または減少が、当該期間の資源フロー報告書で報









































現するかということである（GASB基準書第11号, p. ⅰ ; PSC 1991, para. 012）。特定の測定の焦点は、
どの資源を測定し、当該資源を伴う取引および事象の効果をいつ認識するのかを決定することによって
遂行される（GASB基準書第 11 号, p. ⅰ ; PSC 1991, para. 012）。
（7） 発生主義会計を用いて作成される政府全体財務諸表のうち、資源フロー報告書に該当する報告書を「活


























なければならないとされている（GASB基準書第 34 号, summary）。このうち、収益および利得は資源
インフローに、費用および損失は資源アウトフローに該当し、これらは資源フロー報告書たる活動報告
書で報告される。
（9） GASB は、その後公表したGASB概念書第 4号において、「期間衡平な状態は、現在の報告期間にお
ける資源インフローと現在の報告期間におけるサービス原価が等しい状態である」（GASB概念書第 4
号, para. 27）と示している。


















ローを財務諸表の構成要素として定義したのち、2011 年に基準書第 63 号「繰延資源アウト
フロー、繰延資源インフローおよび純持高の財務報告」（以下では、「GASB基準書第 63 号」
という。）を、さらに、2012 年に基準書第 65 号「これまで資産および負債として報告され
ていた項目」（以下では、「GASB基準書第 65 号」という。）を公表した。これら 2つの基
準書の公表は、政府の財務諸表の表示に大きな変化をもたらしている。
　GASB基準書第 63 号は、これまでの「純資産報告書（statement of net assets）」を「純
持高報告書（statement of net position）」に名称変更し、また、繰延資源アウトフローおよ
び繰延資源インフローという 2つの新しい表示区分を設けている（図 1）。
（図 1）GASB基準書第 63 号による純持高報告書のイメージ
（出所）金子 2014, 図表 1, 財務諸表構成要素の表記を一部変更して引用。
　GASB基準書第 65 号は、これまで資産および負債として報告されていた特定の項目の財
務諸表の構成要素区分（element classification）を GASB概念書第 4号における定義と一致






第 65 号, summary）。GASBは、資産または負債の定義に合わない項目が繰延資源アウトフ
ローまたは繰延資源インフローの定義に合うかどうかをまず検討し、当該項目がこれらの定
義に合わない場合にはその報告期間の資源アウトフローまたは資源インフローとして認識す
ることとした（GASB基準書第 65 号, para. 62）（図 2）。
　なお、GASB基準書第 65 号の公表前に、GASBより公表された会計基準の中で繰延資源
アウトフローまたは繰延資源インフローを認識する会計基準は、2008 年に公表された基準
書第 53 号「デリバティブの会計および財務報告」と、2010 年に公表された基準書第 60 号
「サービス利権協定の会計および財務報告」の 2つのみである（GASB基準書第 65 号, sum-
mary）。GASB基準書第 65 号の公表後には、繰延資源アウトフローまたは繰延資源インフ
ローを認識する会計基準がそれぞれ個別に公表されている（12）。
（図 2）GASB基準書第 65 号による再分類のイメージ
65 65 65 65










（12） 例えば、2012 年に公表された基準書第 68 号「年金の会計および財務報告─GASB基準書第 27 号の改





















（13） なお、GASB基準書第 65 号の規定のうちリース取引に関する規定は、2017 年に公表されたGASB基
準書第 87号「リース」に置き換えられている（GASB基準書第 87号, para. 9）。したがって、本稿では、
GASB基準書第 65 号で取り扱っている繰延資源フロー項目のうち、リース取引に関係する繰延資源フ
ロー項目を検討の対象外としている。




準書第 65 号, fn. 1）。新負債の発行により得た収入を仲介受託者（escrow agent）に預け、将来におけ
る旧負債の元本と利息の支払いに充てるまで投資する借換えを「先行借換え（advance refunding）」と
いう（GASB基準書第 65 号, fn. 1）。
（16） GASB 基準書第 23 号は、当初、事業型活動（proprietary activities）において報告される負債の借換
えに適用されていた。その後 1999 年の GASB 基準書第 34 号の公表によって、行政型活動（govern-
mental activities）にも適用されることとなった（GASB基準書第 34 号, para. 5; GASB基準書第 65 号, 
para. 6）。
（17） 買戻価格は、借換え取引において旧負債の返済に必要な額である。即時借換えの場合、買戻価格は旧負








（GASB 基準書第 65 号, para. 64）、繰延資源フローの定義には合うと結論付けている。
GASBによれば、政府は、一般に借換えによって別の負債に交換することなしに満期前に
負債を償還することはないという（GASB基準書第 23 号, para. 14）。政府による借換えは、
一般に現在利用できるより低い利子率に固定する目的のために行なわれる。すなわち、「借
換えは、本質的に、旧負債から新負債（より低い利息原価（interest cost）で得た）への置
換え」（GASB基準書第 23 号, para. 14）である。ところが、政府による負債の借換えに、
旧負債の買戻価格と帳簿価額の差額を負債借換期間の損失または利得として報告する会計処
理を適用すれば、負債の借換えが財務的に有利であるにもかかわらず、損失が報告されてし
まう（GASB基準書第 23 号, para. 9）（20）ので、「その取引の目的を報告できないというだけ
ではなく、借換期間およびそれ以降の期間の業績（operating results）をゆがめてしまう」
（GASB基準書第 23 号, para. 14）。また、借換えによって生じる当該差額は、独立した損失
取引ではなく、むしろ新しい利子率に置換えることによって将来得ることのできる利子節約
（interest savings）からの控除分である（GASB基準書第 23 号, paras. 15 and 16）。そこで、
GASBは、政府による負債の借換え取引の実質を全体として捉えて会計処理に反映するた











準書第 65 号, fn. 3）。
（19） FASB は、負債の早期償還が負債の借換えによってなされる場合、旧負債の買戻価格と帳簿価額の差
額を負債償還期間の利益（income）に、損失または利得として認識し、かつ、独立項目として識別する
ことを求めている（ASC Topics 470-50-40-2）。このようなFASBの会計処理は、APB意見書第 26
号「負債の早期償還」に基づいている。
（20） 例えば、高利負債を低利負債に借換える場合、会計上巨額の損失を計上させる可能性がある（APB意




　GASBが 1998 年に公表した基準書第 33 号「非交換取引の会計および財務報告」（以下で



















tion）の種類を時間要件（time requirements）と目的制限（purpose restrictions）という 2
つに区別している。時間要件は、（a）資源の使用（売却、支払いまたは消費）期間もしくは
使用開始期間（例えば、特定期間のための運営・建設補助金）を明示する、または（b）一
定期間（21）にわたる資源の完全な維持を明示するものである（GASB 基準書第 33 号, sum-
mary）。目的制限は、資源の使用目的を明示するものである。






















件を満たす前に受領した資源は負債の定義に合わないとしている（GASB基準書第 65 号, 
para. 67）。むしろ、このような資源は将来期間（例えば、その前受金の使用が最初に許さ
れる期間）に関連するので、将来期間まで繰延資源インフローに区分すべきであると結論付









（22） GASB 基準書第 34 号は、政府全体の純資産報告書において、純資産（net assets）を 3つの区分に分
類することを規定していた（para. 32）。その後公表されたGASB基準書第 63 号は、純持高が純持高
報告書のすべての構成要素の差額であることを規定し（para. 3）、GASB基準書第 34 号と同様に、純
持高を 3つの区分に分類することを規定している（para. 8）。
（23） 財産税の徴収目的は、賦課される期間中または期首における財政運営に役立てることにあるためである




第 33 号, para. 20）。
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基準書第 48 号, fn. 1）。
（26） GASB基準書第 48 号が規定する要件（paras. 6-9）を満たす場合、将来収益の移転を伴う取引が売却
とみなされる。これらの要件を満たさない場合、政府は当該取引を担保付借入（collateralized borrow-
ing）として報告しなければならない（GASB基準書第 48 号, para. 11）。なお、GASBによれば、これ
らの要件が満たされて将来収益の移転を伴う取引が売却とみなされる場合は稀であるという（GASB










分すべきであると結論付けている（GASB基準書第 65 号, paras. 71 and 72）。この結論に
至るにあたり、GASBは、将来収益の売却収入を売却期間における収益として認識するこ
とが適切な場合を除いて、将来収益の売却取引の達成が将来発生する収益認識事象に置換え
られることはないとしている（GASB基準書第 48 号, para. 14）（28）。さらに、適切な認識基
準を満たす前の早期的な収益認識（accelerating revenue recognition）は、政府の財政状態












れていなかった場合が該当する（GASB基準書第 48 号, para. 14）。
（28） GASB は、将来収益の売却収入を繰延べる根拠として、当該収入が未認識資産の売却利得を表してい






ならない（GASB基準書第 48 号, fn. 4）。なお、政府全体財務諸表において、行政型活動およびビジネ
ス型活動間の内部取引は相殺消去されるが（GASB基準書第 34 号, paras. 58 and 59）、州または地方
政府と構成単位間の取引は、相殺消去されずに外部取引と同じように報告される（GASB基準書第34号, 
para. 61）。構成単位とは、法的に独立しているが主要政府（州または地方政府）が財政的説明責任を負っ















4.2.  FASB の会計基準を援用した会計処理
4.2.1.  融資取引
　政府が行なう融資活動において、政府は、これまで、融資設定手数料（loan origination 




























いるので、将来期間に帰属させるべきであるとしている（GASB 基準書第 65 号, para. 
86）。そこで、GASBは、政府が受領した融資設定手数料のうちポイント分を繰延資源イン
フローとし、関連する融資期間にわたり規則的かつ合理的な方法によって収益として認識す




ないため資産の定義に合わず（GASB基準書第 65 号, para. 87）、また、融資設定取引はそ
の期間に完了しているので、繰延資源アウトフローの定義に合わないとしている（GASB










































































出された収益は、負債の定義に合わないとしている（GASB基準書第 65 号, para. 102）。一
方で、このように生み出された収益は将来期間に提供されるサービスに関連しており、受領
したそれらの資源を関連するサービスおよび便益が提供される期間に帰属させるために、当













65 号, para. 102）。
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純許容原価の減額は負債の定義に合わないとしている（GASB基準書第 65 号, para. 106）。
一方で、このように繰延べられる利得その他純許容原価の減額は将来期間にわたり提供され
るサービスに関連しており（GASB基準書第 65 号, para. 107）、利得その他純許容原価の減
額によって受領した資源を関連するサービスおよび便益が公共料金納付者に提供される期間
に帰属させるために、当該利得その他純許容原価の減額を繰延資源インフローとして報告す


































　配分について、米国会計学会（American Accounting Association: AAA）は、1936 年に公
表した「会社報告の会計原則試案」（43）において「会計は、本質的に評価のプロセスではなく、
歴史的原価と収益を現在とそれ以降の会計期間に配分するプロセスである」（p. 188）と示
している。その後、当試案の基礎となっている理論の枠組みを補う試みとして Paton and 

















（realization）（pp. 48-49）（45）である。「序説」公表後 40 年にわたり、会計実務は実質的にこ
れに沿う形で発達し、また、これと整合する合理や理論が広く使われ、公式表明の中にもよ
く見受けられたといわれている（Storey 1981, p. 90）。この間、会計原則審議会（Accounting 




cause and effect）」（para. 157）、「規則的かつ合理的な配分（systematic and rational alloca-










and Littleton 1940, p. 15）
（45） 通説的な見解によれば、現金の受領、売上債権その他新しい流動資産により立証されたときに収益が実
現する。ここでは暗黙裡に次の 2つのテストが存在している。第 1に、法的な販売その他同様のプロ
セスによる転換（conversion）、第 2に、流動資産の獲得による確証（validation）である。（Paton and 





（47） GASB（2000）によれば、APBステートメント第 4号で示された費用認識の 3原則は、FASB概念書
第 6号に本質的に包含されているという（paras. 50 and 51）。また、実際に、当該 3原則はFASBの
現行の会計基準においても確認することができる（栗城 2017, p. 164）。
（48） ただし、収益認識基準は、Paton and Littleton（1940）が示した「実現原則」から、「実現可能（realizable）
原則」および「稼得（earn）原則」（FASB概念書第 5号, para. 83）にその範囲が拡大されている。例
えば、長期建設工事にかかる工事進行基準などの生産主義による収益認識について、Paton and Little-
ton は「不当に正当化された（inadequate justification）」（p. 52）実務としていたが、FASB概念書第 5
号は、完成時の成果の合理的な見積りと信頼できる進捗度の測定が利用可能であることを前提にこれを



















































（図 3）「GASB基準書第 65 号で示された繰延資源フロー項目」の分類
GASB FASB
























概念書第 4号をうけて公表されたGASB基準書第 63 号およびGASB基準書第 65 号は、政
府の財務諸表の表示に大きな変化をもたらしている。GASB基準書第 63 号は、これまでの
「純資産報告書」を「純持高報告書」に名称変更し、また、繰延資源アウトフローおよび繰




　第 4節では、GASB基準書第 65 号で示された繰延資源フロー項目を対象として、それら
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